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日本の教育社会学に おける量的研究 ・量的調査
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1　 『教育社会学研 究』 にみ る計量分析

　まず 日本 の 教育社会学に お け る計量分析 の

動向を把握す るた め に、学会誌掲載論文 の 直近

5 年間の 傾向を振 り返 る。対象論 文は特 集論文

を含 め 104 本あ り、64本が質的研 究 ・歴 史研

究 ・理論や レ ビ ュ
ー論文なの で、今回 の 考察か

ら外す。計量分析 を主た る方法 として採用 して

い る と見なせ る 40本 の うち 、 最も多用 され て

い る の が 二 項 ロ ジ ッ ト （13・以下 、 カ ッ
コ 内数

値 はそ の分析 を利用 して い る論文 の べ 数）、続

い て OLS と、相 関分析やカ イ ニ 乗 検定 な ど の

ごく基本的な分析 （各 12）、多項 ロ ジ ッ トと因

子 分析 （各 4） と続 く。次に、米国の 代表的 な

教育社会学系雑誌で ある Sociology　ofEducation

と比較す る。80 本 の 同時期の論 文 の うち 、 質

的研究 ・理論研究は 8、それ以 外 （72）は計 量

分析で あ る。二 項 ロ ジ ッ ト （19）が最多 なの は

日本 と同じだ が、以下、OLS と HLM （い わ ゆ

る Multilevel
，
　 GLMM

， 数学的に は同 じで ある

Growth　Curve も含む） （各 17）、パ ネル 固 定効

果 ・多項 ロ ジ ッ ト・Count・Model （各 6）な ど と

なっ て い る 。 また 日本 と差異 を感 じ る の は 、 

ウ ェ イ トを用 い て い るこ と、  欠損ケー ス へ の

対 応 （多重 代 入法 を 用 い る な ど。例 として

Allison　2002 ；Acock 　2005）、  入れ子構造 にな っ

て い るデー
タに回帰分析 をし た ときの 、係数 の

標準誤 差 の 処 理 （それ を無視す る と標準誤差が

過小推定 され 、有意 にな りやす い ）、が 大抵 明

記 され て い る こ とだ ろ う。 ま た 日本 の 論文に は

ない 操 作変数法や傾 向 ス コ ア 分析 も、
一

定数

（計 8）ある こ とも指摘 して お こ う。

　 こ れ をも っ て 、 日本 の 分析手法は遅れて い る、

不勉強だ と嘆 くの はた易 い
。 そ うい っ た 反省 は

必 要な の か も し れ な い が
、 私 の 最 も言い た い こ

と で は な い （しか もそ の認識は 、必ず し も正確

で はな い と思 う）。 計量分析で 用い られ る方法

は 、理 論の みな らず、データの 構造に も依存す

る 。 筆者 も経験 した こ とだ が、米 国で 先端 の方

法論 を勉強 して も、日本で その 方法を使 えるデ

ー
タが存在 しな い 、とい う本末転倒な事態 も発

生す る 。 ち なみに 日本の研 究で は 、個人的研究

グル
ー

プに よ る非公 開データが依然主流 （10）

で あ り、次が政府統計 （『学校基本調査』など）

を 自分で加 工 し た もの （9）、JGSS （5）、　SSM （3）

と続 く。

一
方ア メ リカ は、NELS （15）、Add

Health （7）、　 Census と NLSY （各 6）、　 ECL −KC

（4） などだが 、い ずれ も大規模サン プル で、

デ ータ ア ーカ イブや ウェ ブ を通 じ入 手 可 能で

ある 。 こ の 傾向は American　Sociological　Review

の 教育 ・青少年問題研究論文で も同 じで ある。

Census を除き、基本 的に パ ネル デー
タ で ある

こ とも注 意 して お きた い 。

2　何が問題 とされ て きて い るのか

　米 国の 方法論 を勉強 した の に、日本で はそれ

が使 えな い の は 、 米国 と 日本の 教育事情や文脈

が異 な る以上 当然で あ る、とい うの は開 き直 り

に過ぎない
。 確か に 、 日本 固有の 問題意識の も

とに調査が実施 され て きた の は事実で ある。だ

がそ の デー
タ収 集は 、 と りあ えず頼め る と こ ろ

に頼んで 、サ ン プ ル サイ ズ だ けは確保す る とい

う、デー
タ の 質に無頓着な方法が未だ に多い 。

確か に、調査が行 い に くい 環境に な っ て い る こ

とは理解で きる。 しか し こ うい っ た デー
タは、

統計的 に厳密 な方法で 収集 され た もの で は な

い た め、細か い バ イ ア ス の 問題 な どを議論する

意味がな い
。 だか ら 「大 体こ れで 合 っ て い るだ

ろ う」 と い う大雑 把 な議論 をする しか ない 。こ
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れ で は 国際的な雑誌 で 勝負で きない の が実情

で あ り、固有の 教育事情云 々 の 問題で は ない。

　科学的に厳密 な議論 を行 い た い の だ とすれ

ば、デー
タ収集法に始ま り、で き るだけ厳密な

推定を行 う、とい う志向をもつ の は当然で ある。

米国 を 中心 に、計量分析 の 最先端で は 、因果推

定 にお け る内生性に基づ くバ イア ス （選択 バ イ

ア ス ）の 除去 が 関心 の 的 となっ て い る （Blalock

l970；Lieberson・1985； 山 口 2009 な ど・具体的解

説 と して星野 2009）。 操作変数法、傾向 ス コ ア、

パ ネ ル デー
タ分析 はそ の 問題 へ の 対 処法で あ

る 。 こ れ は学校 の 教育効果、とい っ た こ とに関

心 を もつ 教育社会学で も、注意が払われ るべ き

問題 で あ る （Morgan　2001；Winship　and 　Morgan

2007）。進 路選 択 モ デ ル で も、各学校進学段 階

で 、進 学す る／ しな い の 独 立 の 選 択 が行われ て

い るわ けで はな い
。 それ を考慮 しない と推定値

に偏 りが生 じる の で 、バ イ ア ス を除去す る様 々

な 工 夫 が 提 案 さ れ て い る （Cameron　 and

Hec   an 　 1998；Breen 跏 d　 Jonsson　 2000； Lucas

2001、cf．　Mare 　1980；1981）。

　こ の よ うな議論は瑣末で 、大 局的 な理論 と無

関係な ど うで もい い 話だ 、とい う批判 を耳 にす

る こ とがあ る 。 しか し少 な く とも米国 の 教育社

会学で は、的外 れ な批判 であ る 。 そ れ は推定法

の 改良で 重 大 な知 見 の 変更 が起 こ る こ とが理

解 され て お り、闇雲 に小難 しい 推 定法が利用 さ

れ て い る の で は な い か らで あ る 。
つ ま りデー

タ ・方 法論 と社会学的知見 とが関連付け られ る

よ う、常に意識 され て い る の で ある。例 えば、

近年パ ネル 調査が流行 しつ つ あるが 、筆者の 理

解 で は 、  横断調査 では 区別 で きない 個人 内変

動 と個人 間変動を 区別 できる こ と（これ に よ り

横 断デー
タ分析 と異なる結果が 出 る こ と は 珍

しくな い ）、  固定効果推定に よ りinvariantな

観察不 可能な個性 （unobserved 　heterogeneity）

を統制 して バ イ ア ス を補正 す る こ と （Allison

2009＞に重要 な意義が ある。これを理解 しない

と、パ ネル 調 査の 設計 自体 を誤 る可能性が あ る 。

また頑健性の ある推定結果 を得 るには、大 規模

なサ ン プ ル を確保す る必要が ある とい うの も

共通理 解にな りつ つ ある （Breen　et　al．2009）。

3　 今後 目指す べ き方向性

　米 国 で こ うい っ た議論が活発 に行われて き

た理 由は 、デー
タ の ア ク セ シ ビ リテ ィ の 問題 と

関連す る。著名な学会誌で は、第三 者で も検証

可 能 なデー
タ が利用 され て い る こ とが ほ とん

どで ある （類似 の 指摘は潮木 2008）。また調査

規模 か らい っ て、研究者個人 に よ る マ ネジ メ ン

トは ほ ぼ 不可能で ある。そ し て 高度 な方法論を

個人 で 学習する の は困難で あ り、大学院や不定

期なセ ミナ
ーな どで、学習機会が 多 く設置 され

る必要 が ある。も っ とも最後の 点は近年改善 さ

れ つ つ あ り、手 薄なデー
タハ ン ドリン グ、欠損

値、ウ ェ イ トの 使用方法 をは じめ、共通公 開デ

ー
タ の 分析法を学習 しあ う機会 を、大会時 に設

けるだけで も
一

定の 意義が あるだろ う。

　ま た諸外国の よ うに、政府主体の 調査 とそ の

公 開 が期待 しに くい 以 上、準備 に相当な労力や

時間 を要す るが、学会会員 の 協力に よる大規模

パ ネル 調 査が真剣 に検討 され て よ い 。日本 は海

外 か らも、デー
タ入 手 が困難で 閉鎖的だ と見な

されて い る。こ の こ とが 日本研究の プ レ ス テ ィ

ージを下げ、さらに、データ ア ク セ ス の 困難 さ

が若 手育成 ・教育の 阻害要因とな り、国際的に

関心 を持たれて い る議論 に 日本 の 研究者が乗

り遅れる、とい う悪循環が発生す る の で は、と

い う危機感 を筆者は 抱い て い る 。 既存の 日本の

パ ネル 調査 は 抽出単位 が個人で あ り、「学校」

の 教育効果に 強い 関心 を抱 く教育社会 学の 問

題意識 とは デ
ー

タ構造 に ズ レ が あ る 。 また異な

る学校間の連接 もし くは労働市場 へ の 移行 も、

必 ず しも十分に捕捉で きて い な い
。 そ の 点で教

育社会学 と して パ ネル 調査 を行 う独 自の 意義

が存在す る 。 日本教育社会 学会 は 、 社会学領域

で も実証研究の 蓄積 で は随
一

の 実績が あ る と

自負 して よ い 。 そ うい っ た こ れ まで の 経験 を活

か しつ つ も 、 新た な
一

歩 を踏み 出す 時期 に来て

い る の で はな い だろ うか。
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